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学位論文

明治期大日本教育会・帝国教育会の教員改良
―資質向上への指導的教員の動員―

白石 崇人

Ⅰ．本論文の目次

序 章
１．本研究の目的

２．先行研究の整理

（１）明治期小学校教員史に関する先行研究

（２）明治期教育会史に関する先行研究

（３）1950年代における明治期大日本教育会・帝国教育会に関する先行研究

（４）1960～70年代における明治期大日本教育会・帝国教育会に関する先行研究

（５）1980年代における明治期大日本教育会・帝国教育会に関する先行研究

（６）1990年代以降における明治期大日本教育会・帝国教育会に関する先行研究

３．本研究の課題と方法

（１）本研究の課題

（２）本研究の対象・史料・構成

第Ⅰ部：教員改良の原点

はじめに

第１章：「師匠から教員へ」の過程に
おける教員改良問題の発生

１．「教員」の誕生

（１）教員誕生過程における師匠の克服対象化

（２）師匠から教員へ

２．地域教育改革の主体としての教員―自由民権運動のなかで

（１）学習活動としての自由民権運動

（２）地域教育の模索への教員の参加

（３）教員の民権運動離れ

３．明治10年代前半の教員改良政策の展開―「政治」から「学理」へ

（１）品行による自己制御的教員像

（２）小学校教員心得における学習する教員像

（３）文部省示諭における教員改良構想の提示

（４）国家隆替に関与する普通教育の実践者への改良

（５）「政治」から「学理」へ
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第２章：東京教育会における官立師範学校卒業生の動員
―東京府教育の改良―

１．東京教育会の組織構造

（１）本社員と通常社員

（２）東京教育会の運営者たち

（３）『東京教育会雑誌』の担い手

２．東京教育会の活動実態

（１）東京教育会の結成

（２）活動の活発化

（３）東京府学事を担う当事者としての活動

３．「自由」教育令期における小学試験法改正への関与

（１）「保護教育」論

（２）東京教育会の小学試験法への姿勢

（３）小学試験法と公立小学試験規則

４．教育令期における小学教則編成への関与

（１）小学教則改正への東京府の動き

（２）東京教育会原案起草委員と小学教則草案取調委員

第３章：明治13年東京教育会における教師論
―普通教育の擁護・推進への視点―

１．東京教育会における教師論の出発点

（１）何のための論か―思慮的・自立的思考とその共有

（２）教育方法の担い手としての教師論

（３）教員軽視への問題意識

２．普通教育の擁護者を求めて―明治13年夏

（１）反普通教育説への直面

（２）明治 13年夏の東京府会における普通教育費削除問題
（３）中学費の審議過程

（４）削除された教育費と予算通過した教育費

（５）三次会における中学費・師範学校費の再議

（６）東京府会の教育費削除決議への批判―普通教育の擁護

３．普通教育の推進者を求めて

（１）普通教育推進のための教員と教育行政官との協同

（２）教師・教育行政・学者の役割分担論

（３）「普通教育」概念の考究―大日本教育会への道

第４章：東京教育学会から大日本教育会へ
―全国教育の進歩を目指して―

１．東京教育学会の活動実態

（１）東京教育協会の全国志向

（２）東京教育学会の全国志向の発展

（３）なぜ「学会」であったか

２．大日本教育会結成の背景

（１）東京教育学会会員と文部省高官の交流

（２）「教育」を中心概念とする同業者意識

（３）大日本教育会結成への胎動―地方教育会的機能の分離
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（４）対決すべき「教育ノ退歩」と目指すべき「教育全体ノ進歩」

３．大日本教育会結成に対する期待

（１）全国職能団体的教育会による自主的施政翼賛―辻新次の期待

（２）教員改良施策の補完―西村貞の期待

（３）衆議による合理的判断・合意形成―外山正一の期待

第５章：明治期大日本教育会・帝国教育会と指導的教員
１．明治期大日本教育会・帝国教育会の組織

（１）組織的活動による教育の普及・改良・上進を目指して

（２）常に検討され続けた事業規程

（３）1,600名以上の教育普及・改良従事者の入会
２．明治期大日本教育会・帝国教育会の幹部組織

（１）代表―皇室・外国・政界・学界との結節点

（２）役員―文部官僚・高師教員・小学校教員ほか

３．明治期大日本教育会・帝国教育会の組織における指導的教員

（１）幹部組織における指導的教員

（２）地域の指導的教員の入会―広島県会員を事例に

第Ⅰ部の小括

第Ⅱ部：国家隆盛を目指した
教員資質の組織的向上構想

はじめに

第１章：大日本教育会結成期における教員改良構想
―教職の専門性への言及―

１．結成期の『大日本教育会雑誌』における教員関係記事

２．理学・教育学の知識習得と教授法の熟達

３．教員像の転換の兆し

（１）村民との誠実な交流

（２）専門職的意識の勃興

４．教員資質と人件費削減との関係

（１）教員の収入増額のねらい―熟練の教師を求めて

（２）教育費節減に伴う教員の専門性軽視

５．教員の専門性への言及

（１）教員の自覚と「教育家」「当局者」の支援

（２）教員集団における専門性向上

（３）養成段階における専門性形成

（４）中等教育の独自性に基づく教員の専門性

第２章：明治23年前後における教員改良構想
―教職意義の拡大と深化―

１．明治21～24年の『大日本教育会雑誌』における教員関係記事
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２．教員の人格的資格および協同

３．「教育者」の一員としての教員

（１）教育を防衛・改良する「教育家」「教育者」

（２）「教育者」としての共同意識の形成

４．教職意義の拡大・深化の試み

（１）国民育成に関する責任内容の拡大―海軍の期待

（２）教職への帰属意識形成―自重心と「愉快」への注目

第３章：大日本教育会末期の教員改良構想
―単級教授法研究組合報告と高等師範学校附属学校編『単
級学校ノ理論及実験』との比較から―

１．単級教授法研究組合報告の基本的特徴

（１）高師編『単級学校ノ理論及実験』の基本的性格

（２）単級教授法研究組合報告と高師編との比較―内容構成と単級学校論

２．単級教授法論の特徴 ―高師経由ヘルバルト派教授法の応用

（１）研究組合報告の修身科教授法

（２）研究組合報告の読書科・習字科教授法

３．単級教授法の担い手としての教員 ―高度な専門性の要求

第４章：明治期帝国教育会の教員改良構想
―日清・日露戦間期の公徳養成問題に注目して―

１．公徳とは何か

（１）共同体のルール遵守と公共事業の推進

（２）社会構成員の生存幸福を保護増進する行為

（３）憲法政治・産業経済を発展させる原動力

２．公徳養成教材の開発

（１）文部省諮問に対する帝国教育会の指導例検討

（２）公徳養成方法に関する全国連合教育会の合意

（３）帝国教育会における公徳養成唱歌の開発

３．公徳養成指導の資質

（１）教育者の参考書『公徳養成』の編纂

（２）『公徳養成』の求める教員資質―倫理学知と公徳

第Ⅱ部の小括

第Ⅲ部：教員講習による学力向上・
教職理解の機会提供

はじめに

第１章：夏季講習会による教員講習の開始
１．明治24～26年における夏季講習会の開催

（１）夏季講習会の開始―中等教員養成と学科研究

（２）多様な受講者と受講意欲



- 6 -

（３）現職小学校教員への学習機会の提供

２．高等教育機関の学者による最先端の講習内容

（１）明治 24年の夏季講習会の様子と講師
（２）明治 25年の夏季講習会の様子と講師
（３）明治 26年の夏季講習会の様子と講師

３．夏季講習会の本当のねらい

（１）学力形成・教職意義の理解による教員の品位向上

（２）「研究」する教員を求めて

第２章：大日本教育会による教員講習の拡充
―年間を通した学力向上の機会提供―

１．「講義」から「学術講習会」へ

２．明治27～29年の夏期講習会の実態

（１）夏期講習会の定着

（２）夏期講習会後の自主学習の手引き

３．学校教員対象の各種講義の開講

第３章：帝国教育会結成直後の教員講習
―教員の学習意欲・自律性への働きかけ―

１．「学術講習会」から「学術講義会」へ

（１）教員講習事業の継承と発展

（２）講義会の変容―教員講習から大学公開講座へ

２．夏期講習会の展開

（１）夏期講習会の継続

（２）夏期講習会に対する教員の要求

（３）教員の団結と自律性への言及

第４章：帝国教育会による教員講習の拡充
―中等教員講習所に焦点をあてて―

１．会員の期待に支えられた教員講習の拡充

２．中等教員講習所の設置と運営

（１）中等教員講習所の設置過程

（２）中等教員・文検受験者養成を目指す講習

（３）修了生の輩出と中等教員養成講義録への発展

（４）中等教員講習所の廃止

３．中等教員講習所における講習内容とその結果

（１）現職小学校教員が通える夜間課程

（２）地方小学校教員への学習機会の提供

（３）数学科の教育課程とその結果

（４）地理歴史科の教育課程とその結果

（５）国語漢文科の教育課程とその結果

（６）英語科の教育課程とその結果

第Ⅲ部の小括
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第Ⅳ部：輿論形成・政策参加による
自己改良への教員動員

はじめに

第１章：討議会における教員の動員
―「討議」の限界性―

１．大日本教育会における討議会開催の準備

２．討議会「児童ニ銭ヲ持タシムル利害如何」

（１）第１回討議会における議論

（２）第２回討議会における議論

（３）第３回討議会における議論

（４）経済的精神の養成方法についての模索

３．討議会「小学ニ於テ男女共学ノ可否」

（１）第１回討議会における議論

（２）第２回討議会における討議

（３）将来の男女の社会的役割を果たすための方策

第２章：「研究」の事業化過程
―輿論形成体制の模索―

１．「研究」の規定背景

（１）明治 20年代初頭における教育研究の組織化状態
（２）文部省・帝大・教育ジャーナリズム主導の改革

（３）伊沢修二の大日本教育会改革構想

２．明治21年5月改正規則の「研究」規程

（１）教育問題の専門的「研究」

（２）部門新設の意義に関する論争

（３）部門の範囲と結論処理に関する論争

３．部門会議における「研究」の方法

（１）部門会議の開催状況

（２）小学校尋常・高等・簡易科用教科書の「研究」

（３）初等教育部門会議における「研究」の方法

（４）明治 21年 7・8月の初等教育部門会議の成果

第３章：「研究」の事業化における西村貞の理学観
―教育の理学的研究組織の構想―

１．西村貞の大日本学術奨励会構想

（１）学会・技芸会・教育会の連合

（２）理学と教育の関係への注目

２．西村貞の理学観

（１）西村貞の教育理論

（２）教授術への理学の応用

（３）西村の教育理論における理学観

３．西村貞と大日本教育会改革
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（１）日本全国ノ輿論形成ノ本家株

（２）明治 21年 5月の改革における西村貞の役割
（３）明治 26年 12月の改革における西村貞の役割

第４章：研究組合の成立
―教育方法改良への高等師範学校教員の動員―

１．教育学術研究と高等師範学校

２．明治26年12月における大日本教育会改革

（１）研究活動の位置づけをめぐる動き―能勢栄の提案

（２）教育談話会の結成と動向―大日本教育会の教育学会化に並行して

（３）組織改革への教育談話会員・高師教員の関与

３．大日本教育会研究組合の成立過程

（１）嘉納治五郎の大日本教育会改革構想―現職教員への研究奨励

（２）大日本教育会組合規程の制定―個人研究の組織的補助

（３）教育学術研究組織としての研究組合の設立

４．研究組合における構想の実現

（１）東京有数の指導的教員・教育研究者による組織構成

（２）研究成果の歴史的位置

（３）単級教授法研究組合の役割

① 教育会雑誌・師範学校を通した研究成果の普及

② 批評・意見交換の喚起

（４）その他の研究組合の活動

第５章：全国教育者大集会の開催背景
―輿論形成体制への地方教育会の動員―

１．明治20年代初頭の教育社会における輿論形成体制

２．大日本教育会の輿論形成体制の問題

（１）教育会組織の統合をめぐる論争

（２）地方会員の不満の顕在化

（３）輿論形成体制に対する不満の構造

３．大日本教育会の方針転換―地方教育会との連携

（１）関西教育大懇親会の開催

（２）関西教育協会結成に対する賛否両論

（３）教育会相互の関係づくり―全国教育者大集会の開催へ

第６章：学制調査部の「国民学校」案
―輿論形成・政策参加への教員動員―

１．結成期帝国教育会の研究調査組織

（１）学制調査部・国字改良部の成立

（２）学制調査部・国字改良部の構成員

（３）社会運動のための学制調査部・国字改良部

（４）外部団体との連携による輿論形成

２．学制調査部における「国民学校」案の成立

（１）湯本武比古起草の「国民学校」案

（２）学制調査部による「国民学校」案の検討

３．初等教育改革案としての「国民学校」案
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第７章：全国小学校教員会議の開催
―指導的教員による専門的輿論形成・政策参加―

１．全国小学校教員会議の開催

（１）明治末期の小学校教員と日露戦後経営への関心

（２）全国小学校教員会議の開催

２．小学教育調査部と全国小学校教員会議

（１）義務教育年限延長に伴う初等教育講究の気運

（２）小学教育調査部の設置と活動

（３）小学教育調査部の第２回全国小学校教員会議提出問題案

（４）小学教育調査部の第３回全国小学校教員会議提出問題案

３．第１回全国小学校教員会議の実態とその意義

（１）教授・訓練・管理に関する考察・意見交換機会の提供

（２）指導的教員による議論―文部省諮問第一の修身書をめぐる議論から

（３）小学校教員の地位の象徴

第Ⅳ部の小括

結 章：明治期大日本教育会・
帝国教育会の教員改良とは何か

１．本研究の結論

（１）教員改良の原点

（２）国家隆盛を目指した教員資質の組織的向上構想

（３）教員講習による学力向上・教職理解の機会提供

（４）輿論形成・政策参加による自己改良への教員動員
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Ⅱ．本論文の要旨

１．本論文の目的と課題

（１）本論文の目的

本論文の目的は、明治期大日本教育会・帝国教育会の教員改良について、その実態と教員資

質の形成・向上に関する歴史的意義を実証的に明らかにすることにある。なお、本論文におけ

る教員とは主に小学校教員を指し、関連して中等・高等教育機関の教員にも触れる。

日本では、近代学校教育の担い手である「教員」は、明治期に誕生した。しかし、明治 5(1872)

年の学制頒布による近代学校制度の開始時に、十分な数の正資格教員が確保されていたわけで

はない。実際の学校現場には正資格教員は少なく、代わりに多くの無資格・准資格教員が教壇

に立っていた。政府・地方自治体は、正資格教員を確保するために、師範学校を整備するだけ

でなく、免許制度や現職研修制度を整備して各教員の資質向上を期待した。師範学校は、教員

養成だけでなく現職研修を実施し、時期によっては教員資格の付与を行った。また、教員講習

・試験検定による師範学校以外の変則的養成も、無視できない質と量とで展開した（梶山雅史

1990、笠間賢二 2006）。明治期の教員資質の形成・向上の問題は、教員養成・資格・研修などの複

数領域に横断的な問題といえる。

本論文では、明治期の教員資質形成・向上にかかわる領域横断的・未分化的な取り組みを、

「教員改良」と称することにする。政策上の「教員改良」の重要な用例は、明治 15(1882)年の

文部省示諭における「小学校教員ノ改良」である。文部省は、現職教員の教育方法や教職意識

の改善を意図して、教員講習会開設・教育会幇助・巡回訓導設置という方策を示した。佐藤秀

夫の研究（1974）によると、明治 10 年代半ばの政府の教員改良策は、教員の関心を「政治」（民

権運動）から「学理」（教育学・教授法）へと方向づけたという。この方針は明治 16(1883)年 8

月の文部省達第 16号にも引き継がれ、全国各地の教員改良策の一つの出発点になった。本論文

の関心から見ると、この「教員改良」の方針が、明治 10年代後半における私立教育会結成の契

機の一つになったことは重要である。

先行研究において、明治期の教員改良は、政府や地方自治体、師範学校の教員補充策として

研究されてきた（佐藤秀夫 1974、佐藤幹男 1999）。しかし、教員改良は、教育行政や教員養成機関

だけの問題ではなく、教育社会全体の問題でもあった。明治 16年、日本初の全国的な教育専門

団体として、大日本教育会が結成された。同教育会は、明治 29(1896)年に帝国教育会に改称し、

再編された。大日本教育会は、当時、各地で指導的立場にあった正資格教員を多く会員とし、

文部省との密接な関係を維持しながら、様々な事業を展開した。明治 20年代以降には、教員を

多く会員として全国 700団体・会員数 10万名に達していた地方教育会の盟主的立場に立ち、重

要な影響を与えた。刊行物による理想的教員像の形成・普及、夏期講習会などによる教員講習

の実施、教育研究調査の組織化による教員の動員など、教員の資質形成・向上にかかわる事業

を展開した。教育会は、明治以降、教員の価値観と行動様式とを方向づけたとされる日本教育
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史上重要な教育団体である（梶山雅史 2007）。明治期大日本教育会・帝国教育会は、教育行政と

密接な関係を持ちながら、教員改良に関わる全国的運動の中心に立って、いかに教員の価値観

や行動様式を方向づけたのか。

教員資質は、教員の個人的問題や政策・法令上の問題だけでは十分に認識できない。組織的

・集団的問題への視点は欠かせない。また、教員の専門性は、制度・政策からある程度規制や

方向づけを受けざるを得ない。そのため、教員が教職のあり方を方向づける制度・政策形成の

過程へいかに参加するかが問題になる。教員の資質問題を認識するには、職能団体のあり方や

政策過程への参加のあり方も問われなければならない。その観点からすると、戦前日本におけ

る教育職能団体とされる教育会について（本間康平 1982）、その運動方針や政策参加のあり方が

重要な問題になる。大日本教育会・帝国教育会は、伝統的に文部省の御用団体と目されてきた

が（上田庄三郎 1954、石戸谷哲夫 1958）、その圧力団体的役割（佐藤秀夫 1966、阿部彰 1977）や職能団

体的役割（中野光 1984、影山昇 2000）も指摘されている。ただし、その政策参加・職能団体的運

動の実態について、明治期を通した変遷過程を踏まえて把握されていない。

以上のような両教育会の教員改良を具体的に検討するには、全国各地の指導的教員の動向に

注目することが重要になる。ここでの指導的教員とは、明治 5 年の学制頒布以降、他の学校教

員や地域住民を指導して、教育の普及・改良・地位向上に努めた教員を指す。具体的には、師

範学校卒業や検定試験合格などによって正教員資格を有した小学校長や訓導、または教育雑誌

や教育会などで活発な言論活動を行った教員などである。指導的教員には、日常業務に加えて、

中央・地方教育会に入会して様々な事業に参加し、日本または地域の教育普及・改良・地位向

上を目指した教員が多い。また、講習会などの会員対象事業を利用して、自らをも教員改良の

対象にした。指導的教員は、両教育会で何をし、何を考え、何を得たのか。

以上の問題関心に基づき、本論文は、教育行政と教育社会との結節点において展開された明

治期大日本教育会・帝国教育会の教員改良を取り上げ、そこにおける指導的教員の動向に着目

した。それにより、明治期における両教育会の教員改良策の内実や展開過程を実証的に明らか

にする。

（２）本論文の課題

小学校教員史において明治期は、戦前日本の典型的教員像が形成され（唐澤富太郎 1955）、各

時期の社会運動・思想風潮に影響を受けながら教員が自らの社会的地位を自覚していった時期

であった（石戸谷哲夫 1958）。また、教員が教育方法を自らの重要な存立基盤にしながら（中野光 1969、

寺﨑昌男 1973・1981、平井喜美代 1997）、倫理・制度において国家と結びついた時期でもあった（海

原徹 1973、上沼八郎 1991、寺﨑昌男 1993）。とくに明治中期には、教員が主体的に資質向上しなが

ら実践することを求める教師論が形成された（中内敏夫・田嶋一 1977、稲垣忠彦 1993）。明治期の教

職の専門職化については、教員の専門性に関する議論不足や制度的制約による限界性が指摘さ

れている（牧昌見 1971、本間康平 1982、寺﨑昌男 1993）。さらに、教員の力量形成・向上の歴史的展

開を示すものとして、明治期の教員講習に注目が集まっている（佐竹道盛 1979・1980、中川隆 1980、
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佐藤幹男 1999、笠間賢二 2005・2010）。明治期大日本教育会・帝国教育会の研究を明治期小学校教

員史研究に関連させて進めるには、教師論と教育方法との関係性、教員と国家との関係性、教

員の主体性、教職の専門職化、教員講習などの観点に留意して研究する必要がある。

明治期大日本教育会・帝国教育会は、組織的活動による教育の普及・改良・上進を目的とし

て、会議の開催、教育研究・調査、講義・講習の開設、図書館の運営、教育社会の公議発表、

教育雑誌・図書の刊行、教育功績者の表彰などを主要事業にした。これらの事業は皇室・外国

・政界・学界などの権威の下に運営された。全国各地の指導的教員は、地域教育の普及・改良

を求めて地方教育会で活動していたが、同時に大日本教育会・帝国教育会にも入会した。指導

的教員は、両教育会の各種事業を適宜利用した。また、両教育会は、全国各地の指導的教員を

含む 1,600名から 5,000名ほどの会員を教育の普及・改良・上進へ動員した。このような動員を

受けて、指導的教員は、教育普及・改良・上進に向けた学習や思索、表現などに導かれた。

両教育会の活動は、多様であった。本論文では、そのうちの輿論形成・教員講習・研究調査

の３つの活動に注目したい。大日本教育会・帝国教育会の輿論（公議）形成活動は、両教育会

の根本的役割を明らかにする代表的活動として、先行研究でもよく取り上げられてきた。その

輿論形成過程の研究は、教育行政当局による教員抑圧という御用団体的役割を強調する研究（上

田庄三郎 1954、石戸谷哲夫 1958）を批判し、その圧力団体的・職能団体的役割を指摘することにつ

ながった（木戸若雄 1962、佐藤秀夫 1966、阿部彰 1977、立教大学大学院日本教育史研究会 1983・84、中野

光 1984、井上薫 1994）。また、両教育会は、その輿論形成過程において教育関係者を国民教育の

理念へ取り込み（上沼八郎 1990）、初等教育関係者をして国民国家を支える言説を形成させた（長

志珠絵 1992・98）。両教育会の輿論形成活動は、教員と国家との関係や、そのなかでの教員の主

体性の位置づけを考える上でも重要な研究対象になる。両教育会の輿論形成に関わる言論空間

のなかで、どのような教員改良構想が形成されたか。大日本教育会結成時における文部官僚の

教員改良構想は検討されているが（蛭田道春 1990・93）、文部官僚以外の教員改良構想や、前身団

体や明治 20年代以降の構想は検討されていない。また、近年、地域において教育情報を集積・

操作・循環する「教育情報回路」として教育会を位置づけ、教育会雑誌を主要史料とした教育

会史研究が進んでいる（梶山雅史編 2007・2010）。大日本教育会・帝国教育会の機関誌や刊行物に

ついては、記事傾向は検討されているが（上沼八郎 1990）、その記事詳細に立ち入った検討は行

われていない。

両教育会の教員講習活動は、教員改良を直接実施したものとして注目に値する。この活動に

ついては、唯一、教員講習史研究において、明治 24(1891)年開始の大日本教育会夏期講習会が

全国的にも夏期講習の最も早い例であったと指摘されている（佐竹道盛 1982・1983）。しかし、大

日本教育会が何を具体的にねらっていたかなど、同時代的史料の詳細に立ち入って研究されて

いない。また、明治期帝国教育会の教員講習活動については、先行研究の見当たらない未開拓

の研究分野である。地方教育会の教員講習については、師範学校と異なる教員養成機能を発揮

し、かつ教員検定制度とあいまって小学校教員の水準・地位向上への圧力と研修需要とを生じ

させたことが指摘されている（笠間賢二 2005・2010）。明治期大日本教育会・帝国教育会の教員講
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習活動は、当時の小学校教員にとってどのような意義をもったか。

両教育会の研究調査活動は、会の根本的性格を示すものとして先行研究でも指摘されてきた。

この活動は、輿論形成活動とも関わって重要だが、詳細な先行研究は少ない。本研究では、多

数の合意形成や共同研究を経てまとめられた研究成果物に特に注目したい。また、研究調査過

程に動員されて教員が非日常的な経験をする場合や（白石崇人 2004）、その研究調査組織そのも

のにも教員改良の意図が込められている場合があった（白石崇人 2008）。さらに、研究調査活動

は、政策過程や外部の教育運動と連動していた場合もある（菅原亮芳 1990、久保田優子 2004、西原

雅博 2010 ほか）。詳細な研究が進んでいない分野には、学制調査部の成果物や、単級教授法・公

徳養成法という当時新規の教育方法に関する研究調査活動がある。教員のあり方の基底に関わ

る学制研究にどのように教員が関わったか、または新しい教育方法に関連して教員のあり方が

いかに語られていたか、などについてはまったく解明されていない。

本論文は、以上のような問題関心から、明治期大日本教育会・帝国教育会の教員改良策につ

いて、次の３つの視点を設定する。すなわち、①教員改良構想の検討、②教員講習のねらいと

その実態の検討、③現職教員の動員のねらいとその実態の検討である。本研究は、この３つの

視点に基づき、両教育会の教員改良について、教員の政策・制度・生活実態や教育思想・学説

・実践・運動の状況、日本社会の一般的動向を踏まえ、次の４部に分けて検討する。第Ⅰ部で

は、明治 10年代半ばまでにおける教員改良問題の発生過程のなかで、前身団体から大日本教育

会結成へ発展する時期を検討し、両教育会の教員改良の原点を探る。あわせて、両教育会の基

本情報を整理する。第Ⅱ部では、視点①により、明治期大日本教育会・帝国教育会の教員改良

構想を検討する。第Ⅲ部では、視点②により、両教育会の教員講習事業を検討して、現職教員

をどのような目的・体制・内容によって改良しようとしたかを取り上げる。第Ⅳ部では、視点

③により、両教育会による教員の動員実態を検討して、現職教員をいかに教員改良へと動員し

たかを取り上げる。

大日本教育会の最も古い前身団体は、明治 12(1879)年 1 月結成の東京教育会である。また、

明治 13(1880)年 8月に東京教育協会が結成され、明治 15(1882)年 5月に東京教育会と合併して

東京教育学会へ改称再編された。大日本教育会は、この東京教育学会を母胎として、明治 16年 9

月に結成された。明治 29 年 12 月には、帝国教育会と改称再編し、かつ同じ中央教育会であっ

た国家教育社と合流して規模・機能を拡張した。本論文が対象とする教育会は、これら前身団

体を含む明治期大日本教育会・帝国教育会である。したがって、本研究の主要対象時期は、明

治 12(1879)年から明治 45(1912)年までの約 30年間である。

明治期大日本教育会・帝国教育会の内部史料は、現存していない。その代わり、両教育会お

よび前身団体の機関誌は、全てまたはある程度連続して残っている。史料の客観性および欠落

は、周辺史料（公文書・他の教育雑誌）で補う。

２．本論文の概要
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本論文では、先行研究とは異なる問題意識・史料によって、明治期大日本教育会・帝国教育

会の教員改良の実態とその意義とを実証的に検討した。以下、本論文で新しく明らかになった

ことを中心に、各部ごとにその概要をまとめる。

【第Ⅰ部：教員改良の原点】

第Ⅰ部では、前身団体の実態を中心に検討し、明治期大日本教育会・帝国教育会の教員改良

の原点を明らかにした。

明治 5 年以降の「師匠から教員へ」の移行過程は、旧師匠や地域住民に葛藤をもたらし、地

域における教職者の職務内容や地位を動揺させた。文部省は、教育内容・方法に疎い教員が教

職に就き、地域住民の尊敬を失っている学校現場の現状を問題視し、教員の教育理論・方法の

学習および品位向上を目指して教員改良に取り組み始めた。また、地域の指導的教員は、地域

の教育改革に参加するなかで、自らの専門性向上の重要性に気づき始めた。教員改良問題は、

教育行政当局だけの問題ではなく、地域の指導的教員自身の問題としても発生した。その際、

国家の教育政策を地域に応じて実施・計画するために、教員をいかに教授・生徒感化・学校運

営に関する学習態度や学習環境に導くか、という課題が重要であった。しかし、これらの問題

意識は、この段階においては各地域に分散して勃興するに止まった。

東京教育会内の指導的教員は、自らの専門性をもって教育令期の東京府教育改革に参与しな

がら、教員のあり方を教育方法や待遇の問題と関連づけて互いに考究し合った。そこには、自

立心や進取性などを備えた国民を育成するために、教育方法や教科原理を理解し、かつ教職経

験を積み重ねることで、教育・教員に対する一般人の不信感をぬぐい去ろうとする構想があっ

た。当時、一般社会では手習塾や私塾などの旧教育に対する信頼感が根強く残り、近代学校の

普通教育に対する無理解・不信感を強化していた。明治 13年夏、東京教育会内の指導的教員は、

これらの無理解・不信感に抵抗して普通教育を擁護・推進する必要性を実感し、教育行政官や

学者との協同を図った。

明治 14(1881)年には国会開設が決定し、翌年には憲法による国家体制の模索が本格化した。

これを受けて、政党勢力は民力休養を掲げて地方議会で影響力を行使し、各地で教育費削減の

決議をまとめていた。そのような教育軽視の傾向（教育ノ退歩）に抵抗して、東京教育学会は、

明治 16年、教育の量的発展に限らない質的発展（教育全体ノ進歩）を目指すという目的意識と、

「教育」概念を中心にした同業者意識とを核にして、文部省高官や全国の教育関係者を取り込

んで大日本教育会を結成した。大日本教育会は、前身団体以来の組織や人材を基盤とした。大

日本教育会結成は、先行研究の言うような文部省への接近の結果に限らず、東京教育会以来の

教育擁護・推進に対する問題意識と取り組みとの結果でもあった。

以上のように、明治 10年代前半において、普通教育やその教員は不安定な社会的地位にあっ

た。その地位を安定・向上させるために、指導的教員は教育行政官・学者との協同を図り、大

日本教育会を結成させた。東京教育会で構想されていたその協同関係は、教育の内的事項の実

施・改善に対する教員の関与、教育行政による学校維持・管理、学者による教育理論の改良と
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いう役割分担論に基づいた。この協同関係を前提とする限り、教員は、自らの責任を果たすた

めに、教育の原理を学び、教育方法に熟練し、教育政策過程に関わらなければならなかった。

大日本教育会の教員改良の原点は、普通教育・教員の地位向上に対する問題意識と、そのため

に必要な教育原理・方法に関する教員の学習需要とにあった。

【第Ⅱ部：国家隆盛を目指した教員資質の組織的向上構想】

第Ⅱ部では、明治期大日本教育会・帝国教育会の教員改良構想の変遷を明らかにした。

明治 10年代半ば以降、教育行政当局の教員改良構想は、基本的に、法令や講習によって教員

の学識習得と技術熟練とを奨励するものであった。結成当初の大日本教育会では、このような

構想の影響を強く受けていた。しかし、農村不況や従来の教員改良策の不振による普通教育の

停滞という地域の現実や、欧米の教員の組織的活動に関する情報などに対峙した時、独自の展

開を始めた。大日本教育会では、明治 18(1885)年後半頃から、教員個々人の学識・道徳・経験

の追求だけに止まらず、教職への一体感を媒介にして組織的に資質向上を図り、国家・社会に

貢献していく構想が多く発表された。明治 20(1887)年には、教員の社会的地位と専門性との確

保に関する構想が多く発表された。ただしこの時点では、人件費節減を実現する代わりに教員

の専門性を軽視する構想も発表され、教員の専門性が教員改良構想のなかに確立していたとは

言い難い。

明治 20年代半ば以降、帝国議会開設による国家規模の教育費削減可能性に対する不安増大、

海軍という新しい教育支持層の登場、等級制から学級制への移行による学校現場の変容、日本

の国際的地位の変化、憲法体制・産業経済の発展などにより、教員をめぐる社会状況は大きく

変動した。これらの社会変動は、国民育成に対する教員の責任内容を拡大・深化させ、さらな

る教員の専門的資質の向上を要求した。明治 20年代以降の大日本教育会・帝国教育会の教員改

良構想は、これら時代の要求に応じて展開した。明治 23(1890)年前後までには、教育防衛・改

良の主体である「教育者」の一員として教員を明確に位置づけ、知識・技術の学習に限らず教

職意識の定着をも範疇に入れて、行政・学者の支援や教員の相互研鑽によって組織的な資質向

上を目指す教員改良構想を形成した。単級教授法研究に関して言えば、明治 27(1894)年から 28

(1895)年にかけての大日本教育会は、従来、学校制度論・翻訳斟酌的教授論に止まりがちであ

った研究を発展させ、教員の熟練や日本的教材に基づく具体的教授案の開発を行って、教員の

専門性の内実を追究した。また、公徳養成法に関しては、明治 34(1901)年から 35(1902)年にか

けて、帝国教育会は、公徳概念の理念的追究に止まらず、具体的な教材と実利主義的倫理学知

に基づく具体的方法の開発を行った。両教育会における教員の専門性の追究は、制度面・理念

面に止まらず、実践面に重点を置いた。

明治期大日本教育会・帝国教育会の教員改良構想は、社会の変化に応じた教員の専門性の内

実を具体的・実践的に構想し、教員の組織的活動を活発化させてその知的・技術的・精神的資

質の向上に動員して、刻々と拡大・深化する国民育成に対する責任に対応させようとするもの

であった。その背景には教員人件費の削減傾向があり、その傾向に抵抗するために教員の専門
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性を確立する必要性があった。両教育会の構想は、教育行政当局の教員改良策とは異なり、全

国集会や研究公開という形で実行された。教員誕生から間もなく、その社会的地位が安定しな

い明治期に、両教育会が教員の専門性の組織的形成を構想し始め、かつ実行に移した点は、注

目に値する。

【第Ⅲ部：教員講習による学力向上・教職理解の機会提供】

第Ⅲ部では、明治期大日本教育会・帝国教育会の教員講習事業の変遷を明らかにした。

明治 24(1891)年、大日本教育会は夏季（夏期）講習会を開始し、主に小学校教員（指導的教

員含む）へ中等教員程度の学力向上と教職理解との機会を提供した。明治期における教育行政

当局・師範学校・地方教育会の教員講習は、主に教員補充・免許上進を目指した。しかし、大

日本教育会・帝国教育会の教員講習は、それとは異なり、学力向上による教員の品位向上や教

員の継続的学習の機会提供を主に目指した。講習と教員検定試験とを接続しなかったり、生徒

感化・指導において中等教員免許状の有無を問わなかったりした事実からは、両教育会が免許

上進にあまり熱心でなかったことがわかる。この点、教員資格制度を確立する立場から見れば

両教育会の限界を示すと言えるが、資格取得よりも資質向上の過程そのものを重視した両教育

会の教員改良の特徴を示しているとも言える。

明治 10年代半ば以後、行政当局・師範学校・地方教育会などによる教員講習が徐々に開始・

展開し、学識・経験の未熟な小学校教員へ学習機会を提供していた。しかし、両教育会の教員

講習は、それより一段高度な学習機会を提供した。帝国教育会の教員講習において、小学校正

教員の学力を中等教員程度にまで向上させることは、教員の社会的地位を高めるために不可欠

の手段と考えられていた。それゆえに、帝国教育会は、たびたび高等教育機関の教員を講師に

動員し、講習事業の拡充を行って多様な学習機会を準備して、多数の指導的小学校教員に学力

向上の機会を継続的に提供した。また、課外において教員の自律性や団結心を刺激する機会を

設けた。教員の専門性の高度化や指導的教員の団結を目指した大日本教育会の教員改良構想は、

教員講習事業において実行に移された。

明治期大日本教育会・帝国教育会の教員講習は、指導的教員によって利用されたり、逆に指

導的教員をその計画・運営に動員したりした。指導的教員は、持ち前の向上心や国民育成に対

する使命観、社会の激しい変化への焦燥感などを動機に、講習を受けて自らを改良し、かつ講

習を計画・運営して同僚や部下の改良に関わった。明治期大日本教育会・帝国教育会の教員講

習は、全国各地の指導的教員をその向上心や使命観などを刺激して挑発し、組織的資質向上に

動員したといえる。なお、高師をはじめとする多くの高等教育機関の教員は、両教育会の教員

講習に講師として動員され、自説をまとめて発表したり、指導的教員の学習要求を受けてさら

なる研究・修養を促されたりした。そのため、両教育会の教員講習は、高等教育機関の教員に

とっても自己改良の機会になることもあった。

明治期大日本教育会・帝国教育会は、指導的教員の要求に後押しされて教員講習事業を拡充

し、指導的教員にさらなる学力向上・教職理解の機会を提供した。それは、指導的小学校教員
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の専門性を中等教員程度まで高度化し、教員の社会的地位を高める手段であった。その際に、

教員免許の取得・上進よりも資質向上を継続する過程を重視した点は、両教育会の教員改良の

特徴でもあり限界でもあった。

【第Ⅳ部：輿論形成・政策参加による自己改良への教員動員】

第Ⅳ部では、明治期大日本教育会・帝国教育会における輿論形成・政策参加体制の形成過程

を検討し、指導的教員の動員実態を明らかにした。

明治期大日本教育会・帝国教育会は、国家国民の福祉実現や国民教育の責任増大に応えるた

めに、全国の地方教育会を通じて指導的教員を動員し、時代に応じた教育内容・方法に関する

問題を考究させた。明治 19(1886)年の討議会再開時点では、その合意形成の確実性は低く、問

題含みであった。それ以降、両教育会は、研究調査組織を模索・改革し続け、次第に合意形成

の確実性を高め、教員を教育方法研究の主体に位置づけ、他の地方教育会や教育団体と連携し

て教育政策過程へ接続するようになった。

輿論形成・政策参加体制の形成過程における第１の転機は、明治 21(1888)年に、文部省・帝

国大学・教育ジャーナリズム関係者が中心になって行った、「研究」の事業化であった。事業

化された「研究」は、理論研究と政策立案とを並行して行い、教育問題の解決策を専門的・組

織的に探る方法として開始された。その背景には、研究に基づく教育輿論形成体制を求める伊

沢修二の構想や、文化開進や一国一家一身の福祉実現を目指す一大理学研究体制を求める西村

貞の構想があった。当時、文部省は従来の研究調査機能を大きく削減し、帝大・教育ジャーナ

リズムは研究調査を十分に組織化できないでいた。その意味で、大日本教育会の「研究」の事

業化は、日本の教育研究の組織化過程においても重要な出来事であった。これ以降、大日本教

育会の輿論形成体制は、「研究」によって支えられることになった。なお、「研究」事業化後の

教育研究活動は、多くの在京の指導的教員を動員し、事実によって問題を認識する「調査」の

重要性に気づかせた。

第２の転機は、明治 26(1893)年末における研究組合制度の制定であった。現職教員の教育方

法研究を刺激して師範学校における教育方法研究を補完することを目指し、多くの指導的教員

を直接・間接に動員して研究に従事させた。ここで指導的教員は、師範学校などの研究機関の

成果を待たずに、自らの資質を改良する方途を得た。事業としての「研究」は、団体運営の決

定に関わる「議事」に対して低く見られがちであったが、この時の組織改革において、教育研

究推進派幹部の主導により、主要事業に位置づけられた。また、大日本教育会・帝国教育会の

研究調査活動には、多くの高等師範学校教員が動員された。研究組合制度の設置と駆動は、従

来、外国中心の研究姿勢をもっていた高師教員に、国内の研究蓄積に目を向けさせ、国内の現

職教員との研究交流や日本の実情に合った教授法研究を促す契機になった。当時の高師は、帝

国議会で勃発した存廃論争を受けて、自らの存続をかけてその研究機能の改革に取り組まなく

てはならなかった。大日本教育会における教育研究組織の改革は、時代に応じた自己改良を高

師教員に迫ったとも言える。
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第３の転機は、明治 20 年代から 30 年代にかけて徐々に行われた、地方教育会との連携によ

る全国的な教育輿論形成・政策参加体制の形成である。当初、大日本教育会単独では全国的な

輿論形成体制を形成できず、その結果、関西・中四国などの地方教育関係者による分裂行動を

招いた。これをきっかけにして、大日本教育会は地方教育会との連携を模索し、全国連合教育

会を開催するようになった。研究調査組織も整備され、輿論形成体制の充実が図られた。以後、

全国の指導的教員は、各教育会の代表として全国連合教育会に出席し、その専門的知識や経験

を教育方法や教育政策の模索・形成過程に活用し、教職のあり方を具体的に自ら改良すること

に関わることができるようになった。文部省もまた、この体制を活用して、指導的教員の議論

を方向づけるだけでなく、その専門性によって国家の教育政策を裏づけようとした。ただし、

教育会や指導的教員は、文部省に利用されただけに止まらなかった。例えば、全国連合教育会

に集まった指導的教員は、明治 30年代半ばに「国民学校」に関する輿論を形成・提示し、行政

当局に対して義務教育年限延長に関する圧力をかけ続けた。それを仕掛けたのは、帝国教育会

であった。指導的教員は、両教育会を利用することで、教育政策過程に圧力をかける術を得た。

文部方針の優位性が前提にあるという限界が残るものの、両教育会は、文部省と指導的教員と

を出会わせて、国家の教育政策過程を刺激した。

明治期大日本教育会・帝国教育会は、地方教育会の教員動員力と文部省の期待とに支えられ

ながら、全国の指導的教員をその専門性に基づく教員資質の改良へ動員した。それは、地域の

指導的教員が、その実践的発想や経験によって、教職のあり方の模索過程や国家の教育政策過

程に参加する機会を提供することでもあった。明治 39(1906)年以降に隔年開催された全国小学

校教員会議は、指導的小学校教員のみに開かれた、研究調査に基づく教員改良策に関する輿論

形成・政策参加の機会であった。同会議は、明治期大日本教育会・帝国教育会の教員改良の集

大成であった。

３．本論文の結論

最後に、本論文で新たに明らかになったことを中心にして結論をまとめ、明治期大日本教育

会・帝国教育会の教員改良とは何かを明らかにする。

明治期大日本教育会・帝国教育会は、資質向上の機会を提供することで国家隆盛のための教

育擁護・推進へ全国各地の指導的教員を動員して、教員改良を推し進めた。小学校教員という

職業は、江戸期には存在せず、明治期に初めて誕生した。当然、指導的小学校教員の全国的な

組織的活動も、明治期に初めて成立した。両教育会の教員改良は、従来の日本に存在しなかっ

た指導的教員の全国的・組織的活動を具体的に実現し、その専門性確立を推進しようとした。

なお、その原点を形成したのは、東京教育会・東京教育協会・東京教育学会に集った、官立師

範学校卒業生や海外留学経験のある教員、そして校長などの指導的立場にあった小学校教員で

あった。在京の指導的教員が始めた教員改良策は、両教育会の教員改良策の原点になった。

両教育会は、普通教育・小学校教員の社会的地位確立の手段として指導的教員の資質向上を
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位置づけ、その実現のために各種の教員改良策を実行した。両教育会の教員改良は、文部省方

針に強く影響を受けたが、その方針の実施だけに終わらなかった。両教育会は、結局、教育行

政当局や地方教育会が主に取り組んだような免許取得・上進に直結する教員補充体制を整備し

なかった。その代わり、独自の教員改良策を開始・模索・確立・発展させて、教員の資質向上

に取り組んだ。

両教育会の取り組みは紆余曲折を伴った。明治 10年代における教員人件費の削減を優先する

立場には、教員の専門性を軽視する傾向があり、大日本教育会にもその傾向は存在した。明治 20

年代に入って、帝国議会開設による国家規模の教育費節減の動きや、普通教育に対する新たな

支持層の出現、社会変動に基づく国民育成に対する新たな要求が起こると、大日本教育会は、

教員の資質向上を組織的に追究するようになった。その過程においては、教員の自重心や教職

への帰属意識の不足、教員講習講師の学識・人格に対する小学校正教員からの厳しい要求、教

員における事実認識や「研究」の重要性への認識不足、師範学校の教育研究の未組織化、国内

の研究蓄積に対する高等師範学校教員の関心不足、東京周辺在住者偏重の教育輿論形成体制に

対する関西・中四国などの教育関係者による反発、中等・高等教育偏重の学制改革の発想、帝

国教育会内部における小学校教員の低い地位など、様々な課題と向き合わなければならなかっ

た。

先行研究によると、明治期における小学校教員の専門性は、制度に基づく教員に対する自由

制限により、教員の専門性の追究は文政推進の枠内に止まり、不十分に終わったとされてきた。

しかし、本論文で明らかにしたところによれば、明治期の教員に自らのあり方を省みる自由が

全くなかったわけではない。また、教職やその根底にある制度・政策に対し、教員が常に無気

力・無批判だったわけでもなかった。全国の指導的教員は、大日本教育会・帝国教育会の提供

する種々の機会を利用して、時代に応じた教員の専門性を批判的に模索し、実際に改良に取り

組み、場合によっては組織的合意によって文政過程に圧力をかけ続けることもあった。このよ

うな指導的教員の活力は、国家隆盛のための国民教育に対する責任感や使命観、免許上進制度

の確立によって喚起された教員の出世欲、激しい社会変化への焦りなどから生じていた。

明治 10年代以降、文部省は、教員の反政府的活動を禁止・抑制する一方で、次第に指導的教

員の専門性に基づく穏当・堅実な主体的政策参加を期待するようになった。明治期大日本教育

会・帝国教育会は、教育行政官による政策過程への誘導や、指導的教員の学習要求、学者によ

る学習・研究支援などに後押しされながら、指導的教員に学力向上・教職意義追究・教育方法

改良・輿論形成・政策参加の機会を提供して、独自の教員改良策を展開した。その総括的事業

こそ、小学校教員代表に開かれた、教職に関する専門的な輿論形成・政策参加の場としての全

国小学校教員会議であった。

両教育会が指導的教員を資質向上へ動員したのは、自立心や進取性などを備えた国民を育成

し、教員の手で国家を隆盛に導くためであった。両教育会が目指した「国民育成」「国家隆盛」

の意味するところについて、最後に述べておくことにしたい。

明治期大日本教育会・帝国教育会が『聖諭略解』などを出版して教育勅語や戊申詔書の解説
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に努めたり、勅語奉読式を定期的に開催したりしたことからわかるように（第Ⅰ部第５章や第

Ⅱ部第４章などを参照）、ここでいう国民育成とは、教育勅語の理念に基づく天皇制国家の隆

盛と国民統合とを目指す臣民教育である。両教育会の目標は、当初、日本の国際的な不羈独立

を実現することであった。日清戦争後になると、例えば大日本教育会末期の教員講習や公徳養

成研究の過程、全国小学校教員会議の開催準備過程に見られたように、その目標は、海外に進

出して列強国と競争するという帝国主義的目標に沿ったものに変容していく。両教育会、とく

に明治期帝国教育会の教員改良は、教育勅語に基づく国民統合と日本の国際的立場の向上・拡

大とを目指した国家的事業に、全国の指導的教員を動員し始めた。とくに明治 30年代から末期

にかけて、海外進出や国内矛盾の深化による国内外の社会変動を受けて、新たな国民統合・国

民教育のあり方が模索されるなか、帝国教育会は指導的教員を積極的に動員・組織化した。後

の帝国教育会が総動員体制の一翼を担ったことを考えると、明治期にその教員動員体制の原型

が形成されたという事実は重要である。この大きな歴史的文脈におけるさらなる分析は、新た

にテーマを立てて展開すべきと考えている。
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